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来
年
（
２
０
２
６
年
）
７
月
に
、
第
68
回
と
な
る
自
治
体
学
校
が
、
18
年
ぶ
り
に
大
阪

で
行
わ
れ
ま
す
。
こ
の
自
治
体
学
校
、
開
催
地
と
し
て
１
人
で
も
多
く
の
方
に
参
加
い
た

だ
く
と
同
時
に
、
自
治
体
学
校
の
準
備
の
中
で
、
２
０
２
７
年
統
一
地
方
選
挙
、
大
阪
府

知
事
・
大
阪
市
長
選
挙
な
ど
も
視
野
に
入
れ
な
が
ら
、
大
阪
で
の
自
治
研
運
動
を
大
き
く

広
げ
る
き
っ
か
け
と
し
ま
し
ょ
う
。

大
阪
研
会
員
の
皆
様
の
様
々
な
形
で
の
ご
協
力
を
よ
ろ
し
く
お
願
い
い
た
し
ま
す
。
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自
治
研
運
動
っ
て�
�

ど
う
や
っ
て
始
ま
っ
た
？

戦
争
が
終
わ
り
、
翌
年
（
１
９
４
６
年
）
11

月
３
日
に
公
布
さ
れ
た
憲
法
の
も
と
で
、
国
の

下
請
け
機
関
と
さ
れ
て
い
た
地
方
は
、
地
方
自

治
体
と
言
わ
れ
る
よ
う
に
、
国
と
上
下
関
係
で

は
な
く
対
等
の
立
場
と
な
り
ま
し
た
。

一
方
で
戦
後
の
混
乱
時
に
住
民
生
活
を
支
え

る
こ
と
や
、
義
務
教
育
が
９
年
と
さ
れ
学
校
を

つ
く
り
運
営
す
る
こ
と
な
ど
、
地
方
の
仕
事
が

山
積
す
る
こ
と
と
な
り
ま
し
た
が
、
こ
れ
を
支

え
る
財
政
制
度
は
貧
弱
で
、
た
ち
ま
ち
自
治
体

財
政
は
破
綻
、
住
民
の
た
め
の
財
政
支
出
が
困

難
と
な
り
、
生
活
保
護
費
さ
え
も
未
払
い
が
お

き
る
と
い
う
状
況
で
し
た
。

自
治
体
職
員
の
賃
金
も
ま
と
も
に
払
わ
れ
な

い
中
、
当
時
の
自
治
体
労
働
組
合
は
、「
地
方

自
治
と
は
何
か
」「
地
方
行
財
政
は
ど
う
あ
る

べ
き
か
」
と
、
研
究
者
の
力
も
借
り
て
、
１
９

５
７
年
に
地
方
自
治
研
究
全
国
集
会
を
開
催
し

ま
し
た
。
こ
れ
が
自
治
研
運
動
の
始
ま
り
と
さ

れ
て
い
ま
す
。

こ
の
運
動
は
、
当
時
の
「
高
度
経
済
成
長
」

に
よ
る
人
口
集
中
や
イ
ン
フ
ラ
整
備
、
公
害
問

題
な
ど
、
そ
の
ひ
ず
み
が
地
域
で
現
れ
る
中
、

住
民
の
生
命
と
権
利
を
守
る
自
治
体
を
つ
く
る

運
動
に
結
び
つ
い
て
発
展
し
、
１
９
６
０
年
代

後
半
以
降
、
革
新
自
治
体
が
全
国
に
広
が
る
契

機
と
な
り
ま
し
た
。

こ
う
し
た
経
過
に
つ
い
て
は
、
大
阪
自
治
体

問
題
研
究
所
が
編
集
し
、
自
治
体
研
究
社
か
ら

発
行
し
た
『
今
こ
そ
地
方
自
治
を
住
民
の
手

に
』
と
い
う
ブ
ッ
ク
レ
ッ
ト
で
、
こ
の
運
動
に

当
初
か
ら
関
わ
っ
た
大
阪
市
立
大
学
名
誉
教
授

の
宮
本
憲
一
先
生
が
詳
し
く
語
っ
て
い
ま
す
。

こ
の
自
治
研
運
動
を
国
民
的
な
運
動
に
発
展

さ
せ
る
た
め
に
、
地
域
住
民
や
自
治
体
労
働
者

•••••••••••

•••••••••••
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・
労
働
組
合
、
議
員
や
自
治
体
関
係
者
、
研
究

者
な
ど
で
構
成
す
る
会
員
組
織
と
し
て
、
自
治

体
問
題
研
究
所
が
１
９
６
３
年
に
大
阪
で
設

立
、
翌
年
（
１
９
６
４
年
）
に
第
１
回
を
開
催

し
た
自
治
体
学
校
は
、
来
年
の
大
阪
開
催
で
68

回
を
数
え
ま
す
。

ミ
ニ
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み
ん
な
が
先
生
、
み
ん
な
が
生
徒

自
治
体
学
校
っ
て
？

自
治
体
学
校
は
、
開
催
当
初
こ
そ
労
働
組
合

の
役
員
や
研
究
者
が
中
心
で
し
た
が
、
第
10
回

（
１
９
７
１
年
）
を
数
え
る
こ
ろ
に
は
、
自
治

体
職
員
だ
け
で
は
な
く
、
地
域
で
住
民
運
動
を

担
う
人
た
ち
や
自
治
体
議
員
の
運
営
へ
の
参
加

も
あ
っ
て
５
０
０
人
を
超
え
、
さ
ら
に
、
１
９

７
２
年
の
第
13
回
以
降
は
１
０
０
０
人
を
超
え

て
広
が
り
ま
し
た
。

18
年
前
（
２
０
０
8
年
）
に
大
阪
で
開
催
し

た
第
50
回
自
治
体
学
校
は
、
そ
の
年
の
２
月
に

橋
下
徹
知
事
が
誕
生
し
「
財
政
再
建
最
優
先
」

で
府
民
の
暮
ら
し
に
大
ナ
タ
を
ふ
る
っ
た
こ
と

も
あ
り
、
改
め
て
自
治
体
の
役
割
を
考
え
よ
う

と
１
8
０
０
人
を
超
え
る
参
加
が
あ
り
、
大
阪

か
ら
の
参
加
者
も
４
０
０
人
を
超
え
ま
し
た
。

最
近
で
は
、
コ
ロ
ナ
禍
の
影
響
な
ど
で
参
加

規
模
も
縮
小
気
味
で
す
が
、
今
年
の
７
月
に
開

催
し
た
第
67
回
自
治
体
学
校
in
東
京
で
は
参
加

者
が
オ
ン
ラ
イ
ン
を
含
め
て
７
０
０
人
を
超
え
、

全
体
集
会
で
は
２
０
２
４
年
に
ノ
ー
ベ
ル
平
和

賞
を
受
賞
し
た
日
本
原
水
爆
被
爆
者
団
体
協
議

会
の
代
表
委
員
、
田
中
熙
巳
さ
ん
に
よ
る
記
念

講
演
や
、
中
山
徹
自
治
体
問
題
研
究
所
理
事
長

に
よ
る
「
自
治
体
の
役
割
を
改
め
て
問
う
」
基

調
講
演
も
大
好
評
で
し
た
。

こ
の
学
校
の
特
徴
は
、
住
民
は
地
域
で
の
願

い
実
現
の
運
動
を
語
り
、
自
治
体
労
働
者
や
自

治
体
関
係
者
・
議
員
は
仕
事
の
中
身
と
自
治
体

の
果
た
す
べ
き
役
割
に
つ
い
て
語
り
、
研
究
者

・
専
門
家
か
ら
は
実
態
の
分
析
や
理
論
を
語
り
、

そ
し
て
み
ん
な
で
議
論
す
る
事
を
大
切
に
し
て

き
た
こ
と
で
す
。
そ
れ
が
こ
の
学
校
の
「
み
ん

な
が
先
生
・
み
ん
な
が
生
徒
」
と
い
う
開
始
当

初
か
ら
の
基
本
テ
ー
マ
に
現
れ
て
い
ま
す
。

来
年
の
自
治
体
学
校
in
大
阪
に
向
け
、
10
月

末
に
第
１
回
の
全
国
実
行
委
員
会
が
開
催
さ

れ
、
議
論
が
始
ま
り
ま
し
た
。

来
年
の
第
68
回
で
は
、
ぜ
ひ
多
く
の
皆
さ
ん

に
参
加
い
た
だ
き
、
地
域
の
こ
と
、
職
場
・
仕

事
の
こ
と
、
そ
し
て
そ
の
課
題
な
ど
に
つ
い

て
、
学
び
交
流
し
あ
い
た
い
と
思
い
ま
す
。

■
参
議
院
選
挙
の
結
果
を
受
け
た
政
治
状
況
の

大
き
な
変
化

先
の
参
議
院
選
挙
の
結
果
と
、
公
明
党
の
政

権
か
ら
の
離
脱
の
下
で
、
少
数
与
党
と
な
っ
た

自
民
党
は
日
本
維
新
の
会
に
よ
る
「
憲
法
『
改

正
』
着
手
」「
医
療
費
４
兆
円
削
減
」「
統
治
機

構
改
革
」
な
ど
を
含
む
連
立
合
意
案
を
丸
呑
み

し
、
自
民
と
そ
れ
を
支
え
る
維
新
に
よ
る
高
市

政
権
が
誕
生
し
ま
し
た
。

高
市
首
相
は
就
任
時
の
施
政
方
針
で
、
軍
事

予
算
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
２
％
達
成
を
年
度
内
に
前
倒
し

す
る
こ
と
や
、
国
民
を
苦
し
め
て
き
た
「
ア
ベ

ノ
ミ
ク
ス
」
と
い
う
経
済
政
策
を
、
衣
を
変
え

て
再
開
す
る
こ
と
を
打
ち
出
し
ま
し
た
。

大
阪
で
は
、
維
新
公
認
の
首
長
・
議
員
の
不

祥
事
が
相
次
い
で
明
ら
か
と
な
っ
た
こ
と
や
、

強
引
な
行
政
運
営
に
反
対
す
る
住
民
の
声
の
高

ま
り
の
中
、
維
新
公
認
の
首
長
・
議
員
の
辞
職

や
会
派
離
脱
が
後
を
絶
ち
ま
せ
ん
。

維
新
の
会
は
こ
う
し
た
状
況
に
対
し
、「
新

た
な
旗
印
」
と
し
て
、
３
度
目
の
大
阪
「
都
」

構
想
を
「
副
首
都
構
想
」
に
こ
じ
つ
け
て
進
め

る
こ
と
や
、
府
内
周
辺
部
の
小
規
模
自
治
体
に

A5版60頁
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対
し
て
「
広
域
化
」「
自
治
体
Ｄ
Ｘ
」「
自
主
的

合
併
」
な
ど
、「
自
立
自
助
」
に
向
け
た
「
支

援
」
を
行
う
な
ど
、「
統
治
機
構
改
革
」
を
進

め
よ
う
と
し
て
い
ま
す
。

■�
自
治
体
学
校
in
大
阪
に
向
け
、�何
を
準
備
し
、

何
を
発
信
す
る
か

こ
の
間
、
大
阪
自
治
体
問
題
研
究
所
の
団
体

会
員
や
友
誼
・
共
同
団
体
の
皆
さ
ん
に
、
来
年

の
自
治
体
学
校
in
大
阪
成
功
に
向
け
た
ご
協
力

や
協
賛
金
の
お
願
い
を
進
め
る
と
と
も
に
、
10

月
30
日
に
は
第
１
回
の
現
地
実
行
委
員
会
準
備

会
を
発
足
し
ま
し
た
。
こ
の
中
で
重
視
し
た
い

こ
と
は
、
自
治
体
学
校
in
大
阪
の
意
義
と
成
功

に
向
け
た
現
地
実
行
委
員
会
で
の
議
論
や
交
流

を
充
実
さ
せ
る
こ
と
で
す
。

長
き
に
わ
た
っ
た
自
公
政
治
と
大
阪
で
の
維

新
政
治
に
対
し
、「
カ
ジ
ノ
・
Ｉ
Ｒ
は
い
ら
な

い
」「
問
答
無
用
の
学
校
統
廃
合
に
は
反
対
」

な
ど
の
府
政
に
対
す
る
要
求
運
動
と
と
も
に
、

「
高
い
国
保
・
介
護
保
険
料
の
引
き
下
げ
」「
保

育
・
学
童
保
育
の
充
実
」「
駅
前
再
開
発
と
結

ん
だ
市
庁
舎
移
転
に
反
対
」「
巨
大
産
廃
誘
致

強
行
は
許
さ
な
い
」「
Ｐ
Ｆ
Ａ
Ｓ
汚
染
か
ら
住

民
の
健
康
を
守
れ
」
な
ど
、
自
治
体
に
本
来
の

役
割
を
果
た
す
事
を
求
め
る
運
動
が
広
が
っ
て

い
ま
す
。

ま
た
、
地
域
住
民
が
主
体
的
に
自
治
体
行
政

に
関
わ
っ
て
い
け
る
よ
う
、
地
方
財
政
に
関
わ

る
恒
常
的
な
学
習
運
動
を
続
け
る
こ
と
や
、
そ

れ
ぞ
れ
の
自
治
体
で
の
首
長
選
挙
を
に
ら
み
つ

つ
、
行
財
政
の
分
析
や
評
価
の
取
り
組
み
が
、

粘
り
強
く
続
け
ら
れ
て
い
ま
す
。

こ
う
し
た
運
動
の
状
況
や
成
果
等
を
、
ま
ず

は
大
阪
現
地
実
行
委
員
会
で
交
流
す
る
と
と
も

に
、
自
治
体
学
校
in
大
阪
で
発
信
し
、
全
国
の

運
動
と
学
び
あ
い
交
流
し
ま
し
ょ
う
。

■�

現
地
実
行
委
員
会
と
し
て
の
取
り
組
み
予
定

現
地
実
行
委
員
会
準
備
会
で
は
、
当
面
12
月

21
日（
日
）午
後
に
予
定
す
る
、
第
28
回
お
お
さ

か
の
自
治
体
学
校
を
成
功
さ
せ
る
と
と
も
に
、

当
日
の
午
前
中
に
、
自
治
体
学
校
in
大
阪
現
地

実
行
委
員
会
を
正
式
に
発
足
し
、
全
国
と
も
つ

な
い
だ
自
治
体
学
校
in
大
阪
の
成
功
に
向
け
た

取
り
組
み
を
具
体
化
し
ま
す
。

ま
た
、
来
年
（
２
０
２
６
年
）
４
月
を
目
処

に
、
自
治
体
学
校
in
大
阪
の
プ
レ
企
画
を
現
地

実
行
委
員
会
と
し
て
開
催
し
、
18
年
間
の
維
新

政
治
が
も
た
ら
し
た
実
態
を
ま
と
め
、
そ
の
到

達
を
自
治
体
学
校
in
大
阪
に
発
信
し
た
い
と
考

え
て
い
ま
す
。

さ
ら
に
７
月
の
自
治
体
学
校
in
大
阪
の
２
日

目
に
行
う
「
現
地
分
科
会
」
は
、
町
歩
き
な
ど

も
含
め
て
、
現
地
実
行
委
員
会
で
企
画
を
し
、

全
国
か
ら
の
参
加
者
に
参
加
い
た
だ
い
て
作
っ

て
い
く
分
科
会
で
す
。
ぜ
ひ
、
ご
一
緒
に
知
恵

を
こ
ら
し
て
準
備
し
ま
し
ょ
う
。

■�

大
阪
自
治
体
問
題
研
究
所
会
員
・
読
者
の
み

な
さ
ん
へ
の
お
願
い

〇
２
０
２
６
年
７
月
11
日（
土
）・
12
日（
日
）に

行
う
第
68
回
自
治
体
学
校
in
大
阪
に
、
ぜ
ひ

参
加
を
予
定
し
て
く
だ
さ
い
（
参
加
費
等
は

未
定
で
す
）。

〇
現
地
実
行
委
員
会
で
の
議
論
に
つ
い
て
は
、

第28回おおさかの自治体学校のご案内
日　時：2025年12月21日（日）　13:00開場　13:30開会
場　所：�大阪府社会福祉会館　301号室�

大阪市中央区谷町7丁目4-15／おおさかメトロ谷町線　谷町6丁
目下車［３番出口］徒歩5分

テーマ：�維新政治は大阪のまちの姿を 
どう変えようとしているのか（仮）

　　　　メイン講師は、中山徹（自治体問題研究所理事長）
　　　　〇 �「副首都構想」の狙いはなにか、３度目の大阪「都」構

想住民投票は？
　　　　〇 �人口減や高齢化がすすむ自治体に、何を求めるのか
　　　　〇 �地域の中での具体的影響の報告など
　※企画が具体化し次第、皆さんにお伝えします

おおさかの住民と自治 おおさかの住民と自治
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お名前 「 地方制度改革はどこに向か
うのか」

A5判 定価1,540円（税込）送料別
お届
け先

〒

TEL FAX

今
後
実
行
委
員
会
ニ
ュ
ー

ス
を
発
行
し
、
皆
さ
ん
に

お
届
け
し
ま
す
。
皆
さ
ん

か
ら
の
積
極
的
な
情
報
提

供
や
ご
意
見
な
ど
も
お
寄

せ
く
だ
さ
い
。

〇
現
地
分
科
会
の
企
画
の
具

体
化
が
始
ま
る
３
月
ご
ろ

か
ら
、
実
行
体
制
を
担
う

ス
タ
ッ
フ
が
必
要
と
な
り

ま
す
。
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
で

の
参
加
と
な
り
ま
す
が
、

ご
協
力
を
お
願
い
し
ま

す
。

〇
現
地
実
行
委
員
会
運
営
に

は
恒
常
的
な
ス
タ
ッ
フ
が

必
要
で
す
。
ま
た
、
会
議

費
や
プ
レ
企
画
な
ど
の
費

用
も
必
要
と
な
り
ま
す
。

会
員
・
読
者
の
皆
さ
ん
に

は
会
費
や
誌
代
を
い
た
だ

い
て
お
り
、
大
変
心
苦
し

い
の
で
す
が
、
協
賛
金
募

金
へ
の
ご
協
力
を
お
願
い

し
ま
す
。
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日本国憲法と地方自治の視点から戦後
の地方制度改革を捉え直し、地方自治
法「改正」により創設された「指定地
域共同活動団体制度」に焦点を当てる。
この制度による共助の仕組みづくり
は、公共サービスのあり方を大きく変
えかねない。住民主権の立場から「指
定地域共同活動団体制度」を検証し、
問題点、課題を明らかにする。
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